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第54回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

連　結　注　記　表
個　別　注　記　表

（2020年３月16日から2021年３月15日まで）

株式会社カワチ薬品

『連結注記表』及び『個別注記表』につきましては、法令及び当社
定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（アド
レス　http://www.cawachi.co.jp/）に掲載することにより、株主
の皆様に提供しております。

表紙
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

　・連結子会社の数　　　　１社
　・連結子会社の名称　　　株式会社横浜ファーマシー

②　非連結子会社の名称等
　該当事項はありません。

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の事業年度の末日は、２月28日であり、連結計算書類作成に当たっては、同日現
在の計算書類を使用しております。ただし、連結会計年度の末日までに発生した重要な取引は
連結上必要な調整をすることとしております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理
し、売却原価は、移動平均法により算定）

　　時価のないもの
移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(イ)　商　　　品

　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）。ただし調剤薬品及び株式会社横浜ファーマシーについては、総平均法によ
る原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）。

(ロ)　貯　蔵　品
　最終仕入原価法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物及び構築物　　８～39年
　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却
する方法を採用しております。

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当連結会計年度負担額を
計上しております。

ハ．ポイント引当金
　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用に備えるため、過去の利用実績に基
づいて将来使用されると見込まれる額を計上しております。

ニ．災害損失引当金
　災害による被害に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。
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⑸　退職給付に係る会計処理の方法
①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、発生時に全額費用処理しております。

⑹　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２．連結貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建　　　物 4,308百万円
土　　　地 22,491百万円

計 26,800百万円
　（同上に対する債務）

１年内返済予定長期借入金 9,238百万円
長期借入金 14,208百万円

計 23,446百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 90,817百万円
⑶　偶発債務

　該当事項はありません。
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３．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 24,583,420株 －株 －株 24,583,420株

⑵　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末の株式数

普 通 株 式 2,286,092株 162株 12,000株 2,274,254株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りであり、減少は新株予約権の行使によるものであり
ます。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

2020年６月11日開催の第53回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,003百万円
・１株当たり配当額 45円
・基準日 2020年３月15日
・効力発生日 2020年６月12日

　　②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの
　2021年６月10日開催予定の第54回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 1,115百万円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 50円

・基準日
（創業60周年記念配当5円を含んでおります。）
2021年３月15日

・効力発生日 2021年６月11日
⑷　当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的

となる株式の種類及び数
　　　普通株式　　　　177,700株
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４．金融商品の状況に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用計画に照らして、必要な資金を主に銀行借入により調達してお

ります。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な取引は行わない方針
であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが支払までの期間は短期となっております。
短期借入金は運転資金であります。また、長期借入金は設備投資資金であり、その一部は

金利の変動リスクに晒されております。
③　金融商品に係るリスク管理体制

売掛金、敷金及び保証金については、取引先ごとに期日及び残高管理をするとともに財務
状況等の悪化による貸倒懸念の早期把握や軽減を図って信用リスクを管理しております。

投資有価証券については、四半期ごとに時価を把握し、市場価格の変動リスクを管理して
おります。

買掛金、借入金は、月次に資金繰表を作成・更新するなどの方法により資金調達に係る流
動性リスクを管理しております。

－ 5 －
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2021年３月15日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含
まれておりません（（注）２を参照ください）。

連結貸借対照表
計上額

（百万円）
時価

（百万円）
差額

（百万円）

⑴　現金及び預金 41,235 41,235 －
⑵　売掛金 5,368 5,368 －
⑶　投資有価証券 65 65 －
⑷　敷金及び保証金 7,441 7,343 △97
　資産計 54,111 54,013 △97
⑴　買掛金 41,220 41,220 －
⑵　長期借入金※ 26,410 26,404 △6
　負債計 67,630 67,624 △6

　　※　１年内返済予定長期借入金を含めております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産
⑴　現金及び預金、⑵　売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
　これらの時価については、取引所の価格によっております。

⑷　敷金及び保証金
　これらの時価については、将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用
スプレッドを勘案した利率で割り引いて算定する方法によっております。

負　債
⑴　買掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。
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⑵　長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で
割り引いた現在価値により算定しております。

　２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 11

敷金及び保証金 546
非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、「資産⑶投資有価証券」には含めておりません。
また、敷金及び保証金の一部については、返還期限の合理的な見積りが困難なことから、時価

を把握することが極めて困難と認められるため、「資産⑷敷金及び保証金」には含めておりませ
ん。

５．賃貸等不動産に関する注記
　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

６．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,517円46銭
⑵　１株当たり当期純利益 318円73銭

７．重要な後発事象に関する注記
（株式報酬型ストック・オプションの付与）

2021年３月25日開催の当社取締役会において、会社法第236条、第238条および第240条第
１項の規定に基づき、当社の取締役(社外取締役を除く)に対して、以下のとおり株式報酬型ス
トック・オプションを付与することを決議いたしました。当社の取締役（社外取締役を除く）
が、株価変動のメリットとリスクを株主の皆様と共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献
意欲を一層高めることを目的としております。
⑴　付与対象者および人数　当社の取締役（社外取締役を除く）４名
⑵　新株予約権を割り当てる日　2021年４月９日
⑶　新株予約権の数　352個

－ 7 －
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⑷　新株予約権の目的である株式の種類及び数
新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、各新株予約権の目的である株式

の数（以下「付与株式数」という）は100株とする。ただし、当社取締役会において新株予約
権の募集を決議する日（以下「決議日」という）以降、当社が、当社普通株式の株式分割（当
社普通株式の株式無償割当てを含む。以下株式分割の記載につき同じ）又は株式併合を行う
場合には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、
これを切り捨てる。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日（基準日を定めな
いときはその効力発生日）以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。
ただし、剰余金の額を減少して資本金又は準備金を増加する議案が株主総会において承認さ
れることを条件として株式分割が行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式
分割のための基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以
降、当該基準日の翌日に遡及してこれを適用する。

また、上記のほか、決議日以降、当社が合併又は会社分割を行う場合その他これらの場合
に準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、当社は、合理的な範囲で付与株式数を適
切に調整することができる。

付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必
要な事項を新株予約権原簿に記載された各新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」
という）に通知又は公告する。ただし、当該適用の日の前日までに通知又は公告を行うこと
ができない場合には、以後速やかに通知又は公告する。

⑸　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使すること

により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額（以下「行使価額」という）を
１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とする。

⑹　新株予約権を行使することができる期間
2021年４月10日から2051年４月９日まで

⑺　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関
する事項

－ 8 －
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①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算
規則第17条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結
果生じる１円未満の端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記
①記載の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

⑻　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、当社取締役会の決議による承認を要する。

⑼組織再編における再編対象会社の新株予約権の交付の内容に関する決定方針
当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る）、吸収分割若しくは新設分割（そ

れぞれ当社が分割会社となる場合に限る）又は株式交換若しくは株式移転（それぞれ当社が
完全子会社となる場合に限る）（以上を総称して以下「組織再編行為」という）をする場合
には、組織再編行為の効力発生日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生じる日、新設合
併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収分割につき吸収分割がその効力を生じる日、
新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につき株式交換がその効力を生
じる日及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ）の直前に
おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という）を保有する新株予約権者に対
し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社（以
下「再編対象会社」という）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の
各号に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸
収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式移転計画において定めることを条件とす
る。
①　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。
②　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。
③　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案の上、上記⑷に準じて決定する。
④　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定められる再
編後行使価額に上記③に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株
式の数を乗じて得られる金額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使
することにより交付を受けることができる再編対象会社の株式１株当たり１円とする。
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⑤　新株予約権を行使することができる期間
上記⑹に定める新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力

発生日のうちいずれか遅い日から、上記⑹に定める新株予約権を行使することができる期
間の満了日までとする。

⑥　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に
関する事項
上記⑺に準じて決定する。

⑦　譲渡による新株予約権の取得の制限
譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を

要する。
⑧　その他の新株予約権の行使の条件

下記⑾に準じて決定する。
⑽新株予約権を行使した際に生じる１株に満たない端数の取決め

新株予約権を行使した新株予約権者に交付する株式の数に１株に満たない端数がある場合
には、これを切り捨てる。

⑾その他の新株予約権の行使の条件
①　新株予約権者は、当社の取締役、監査役及び使用人のいずれの地位をも喪失した日の翌

日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものと
する。

②　新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株予約権を行使することができ
ない。

⑿　新株予約権の払込金額
新株予約権の割当てに際してブラック・ショールズ・モデルにより算定された１株当たり

の新株予約権の公正な評価単価に付与株式数を乗じた金額とする。なお、新株予約権者は、
当該払込金額の払込に代えて、当社に対する報酬債権をもって相殺するものとし、金銭の払
込を要しないものとする。

⒀　新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額
発行価格は、割当日における新株予約権の公正価格（１株当たり2,175円）と新株予約権の

行使時の払込額（１株当たり１円）を合算し、１株当たり2,176円。
資本組入額は、１株当たり1,088円。
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８．減損損失に関する注記
　　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用途 場所 種類 金額

営業店舗 東北、関東地
方

土地 128百万円
建物及び構築物 557百万円
その他 83百万円
計 768百万円

　当社グループは各店舗単位を資産グループとして減損会計を適用しております。
減損は収益回復が見込めない店舗等について、各資産グループの帳簿価額を回収可能
価額まで減額し、当該減少額を減損損失（７億68百万円）として特別損失に計上して
おります。
　その内訳は土地１億28百万円、建物及び構築物５億57百万円、その他83百万円で
あります。
  なお、回収可能価額については、正味売却可能価額等により算定しております。正
味売却可能価額は路線価及び近隣売買事例を勘案した合理的な見積額を使用してお
ります。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項

⑴　有価証券の評価基準及び評価方法
①　その他有価証券

　時価のあるもの
決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、
売却原価は、移動平均法により算定）

　時価のないもの
　移動平均法による原価法

②　子会社及び関連会社株式
　移動平均法による原価法

⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法
①　商　　　品

　売価還元法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法）。ただし調剤薬品については、総平均法による原価法（貸借対照表価額については収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）。

②　貯　蔵　品
　最終仕入原価法

⑶　固定資産の減価償却方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月
１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　主な耐用年数は以下のとおりであります。

建　　　　　物　　 8 ～34年
構　　築　　物　　10～20年
器　具　備　品　　 3 ～ 8 年

　なお、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間で均等償却
する方法を採用しております。
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②　無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
　なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ
っております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④　長期前払費用
定額法

⑷　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上して
おります。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上
しております。

③　ポイント引当金
　ポイントカードにより顧客に付与したポイントの使用に備えるため、過去の利用実績に基
づいて将来使用されると見込まれる額を計上しております。

④　災害損失引当金
　　　　　災害による被害に伴い発生することとなる損失の見込額を計上しております。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法に
ついては、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
　数理計算上の差異については、発生時に全額費用処理しております。

⑸　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。
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２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度まで区分掲記して表示しておりました「預り金」（当事業年度は、39百万円）、
「前受収益」（当事業年度は、90百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年
度より、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

３．貸借対照表に関する注記
⑴　担保に供している資産

建　　　物 4,139百万円
土　　　地 21,454百万円

計 25,593百万円
　　（同上に対する債務）

１年内返済予定長期借入金 9,238百万円
長期借入金 14,208百万円

計 23,446百万円
⑵　有形固定資産の減価償却累計額 87,695百万円
⑶　関係会社に対する金銭債権、債務

短期金銭債権
短期金銭債務

19百万円
29百万円

⑷　取締役に対する金銭債務 307百万円
　取締役に対する金銭債務は、2011年６月８日開催の第44回定時株主総会において、承認可
決された取締役の退職慰労金制度の廃止に伴う打切り支給に係る債務であります。

４．損益計算書に関する注記
　関係会社との取引高

営業取引による取引高 3百万円
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５．株主資本等変動計算書に関する注記
　自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度
期首の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普 通 株 式 2,286,092株 162株 12,000株 2,274,254株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、減少は新株予約権の行使による

ものであります。

６．税効果会計に関する注記
　　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位：百万円）
　繰延税金資産

　商品 23
　賞与引当金 405
　ポイント引当金 395
　法定福利費 82
　未払事業税 181
　未払事業所税 28
　退職給付引当金 2,354
　長期未払金 93
　減損損失 6,290
　資産除去債務 822
　その他 271

　繰延税金資産小計 10,949
　評価性引当額 △6,350

　繰延税金資産合計 4,599
　繰延税金負債

　土地圧縮積立金 △34
　敷金及び保証金 △198
　資産除去債務 △383
　その他 △127

　繰延税金負債合計 △744
　繰延税金資産の純額 3,854
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７．関連当事者との取引に関する注記
　役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称また
は氏名

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（百万円） 科目 期末残高
(百万円)

役員の近親者
が議決権の過
半数を所有し
ている会社等

東京都茶
卸売株式
会社

― 商品の仕入 商品の仕入 326 買掛金 55

（注）１．取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２．取引条件及び取引条件の決定方針等

商品の仕入については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 4,542円08銭
⑵　１株当たり当期純利益 315円86銭

９．重要な後発事象に関する注記
（株式報酬型ストック・オプションの付与）

　連結注記表（７．重要な後発事象に関する注記）に記載しているため、注記を省略しておりま
す。

10．連結配当規制適用会社に関する注記
　該当事項はありません。

11．その他の注記
　該当事項はありません。
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